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対象となる動物は，以上のように３つに分類できるのにも拘わらず，家庭内で飼養されている犬と
猫及び地域において半野生化している犬と猫とする。 





 引取り数 処分数 
飼い主から 所有者不明 返還数 譲渡数 殺処分数 
犬 11,769 49,044 15,209 21,763 32,942 
猫 25,167 90,106 384 26,313 158,953 





返還数 譲渡数 殺処分数 
犬 1,463 404 259 880 
猫 11,841 281 2,174 12,786 





























  処分数 
 返還数 譲渡数 殺処分数 
 49,044 15,209 21,763 32,942 
 90,106 384 26,31  158,953 
 139,150 15 ,93 48,976 19 ,895 
 処分数 
 譲渡数 殺処分数 
 404 259 880 
 281 2,174 12,786 


























































にあつては，生後 90 日を経過した日）から 30 日以内に，厚生労働省令の定めるところに
より，その犬の所在地を管轄する市町村長（特別区にあつては，区長。以下同じ。）に犬の
登録を申請しなければならない。ただし，この条の規定により登録を受けた犬については，
































































































































































































































































































































































































































































































































































































142,110 28,942 112,690 231,050 4,427 228,373 374,160 33,369 341,063 
2007 
（平成19） 
129,937 29,942 98,556 206,412 6,179 200,760 336,349 36,121 299,316 
2008 
（平成20） 
113,488 32,714 82,464 201,619 8,311 193,748 315,107 41,085 276,212 
2009 
（平成21） 
93,807 32,944 64,061 177,785 10,621 165,771 271,592 43,565 229,832 
2010 
（平成22） 
85,166 33,464 51,964 164,308 11,876 152,729 249,472 45,340 204,693 
2011 
（平成23） 
77,805 34,282 43,606 143,195 12,680 131,136 221,000 46,962 174,742 
2012 
（平成24） 
71,643 33,269 38,447 137,745 14,858 123,400 209,388 48,127 161,847 
2013 
（平成25） 






































112,690 231,050 4,427 2 8,373 374,160 33, 69 341,063 
2007 
19  
98,556 206,412 6,179 20 ,760 336,349 36,12  299,316 
2008 
20  
82,464 201,619 8,31 193,748 315,107 41,085 276,212 
2009 
21  
64,061 17 ,785 10,621 165,771 271,592 43,56  229,832 
2010 
22  
51,964 164,308 1 ,876 152,729 249,472 45,340 204,693 
2011 
23  
43,606 143,195 12,680 131,136 221,00 46,962 174,742 
2012 
24  
38,447 137,745 14,858 123,400 209,388 48,127 16 ,847 
2013 
25  
28,569 115,273 16,328 9 ,566 176,086 48,408 128,135 
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【注】 
 






2   愛玩動物，伴侶動物ともいわれる。近年ではコンパニオンアニマルともいわれている。 
3   環境省『統計資料 「犬・猫の引取り及び負傷動物の収容状況」』参照（2015 年１月 20 日確認）。
http://www.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/2_data/statistics/dog-cat.html 
4   動物愛護管理法の正式名称は，「動物の愛護及び管理に関する法律」である。本稿では，通称である「動
物愛護管理法」に統一して用いるものとする。また，この法律は，「動愛法」と略される場合もある。 
5   飼い主からの引き取り動物と所有者不明の引取り動物との合計。 
6   動物個体識別情報は，飼養者が自ら登録手続をしないとその情報を管理することはできない。本稿では，
この動物個体識別情報の登録，その後の管理という手続きを一体として捉え「情報管理」と表現することと
する。 
7   引取り動物における殺処分数と負傷動物における殺処分数との合計。 
8   動物の伝染性疾病による被害の発生，拡大の防止を目的としている点から，家畜伝染病予防法〔昭和 25
年法律第 166 号〕と共通の性質をもつ法律であるといえる（青木人志『日本の動物法』〔2009 年，東京大学
出版会〕106 頁参照）。 
9   狂犬病は，感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律，いわゆる感染症予防法 〔平成 10








受性群に入るようである （高山注 10 前掲書 59 頁参照）。 
12  高山注 10 前掲書 15 頁参照。この他に霧状になった唾液を吸い込むことによって感染する経気道感染もあ












り，やがて呼吸停止，心停止して死亡する（高山注 10 前掲書 23－24 頁参照）。 
14  高山注 10 前掲書 30 頁参照。生前に狂犬病という診断がついてもつかなくても，発病後まもなく死亡する
という患者の運命に変化はない。それでも生前診断に努めるのは，早期に診断が決定できれば，患者の家族，
友人医療関係者などが患者から狂犬病ウイルス感染を受ける危険を減少することができ，患者やその家族へ
の精神的援助も可能になるからである （高山注 10 前掲書 26 頁参照）。 
15  日本において，狂犬病が終息したのは 1956（昭和 31）年である（今川勲『犬の現代史』〔1996 年，現代
書館〕79 頁参照）。1957（昭和 32）年以降，国内の狂犬病発生件数ゼロとの報告が続いている。しかし，報
告件数がゼロであることと，実際に発生していないこととは同じではない（高山注 10 前掲書 116 頁参照）。 








動物が発生源となって起こる狂犬病の再流行等，がある（高山注 10 前掲書 116 頁参照）。 





20  これらの動物の他に，狂犬病の重大な感染源となりうる動物にコウモリがいる（高山注 10 前掲書 77－80
頁参照）。しかし，狂犬病予防法上対象動物とはされていない。 
21  具体的には，登録を定めた第４条，予防注射を定めた第５条，抑留について定めた第６条，公示及びけい
留命令等を定めた第 10 条，検診及び予防注射を定めた第 13 条，移動の制限を定めた第 15 条，交通のしゃ
断又は制限を定めた第 16 条，集合施設の禁止を定めた第 17 条，けい留されていない犬の抑留を定めた第
18 条，けい留されていない犬の薬殺を定めた第 18 条の２，抑留所の設置を定めた第 21 条，罰則を定めた
第 27 条（但し，第１項，第３項，第５項，第６項を除く）が対象を犬に限定した規定である。狂犬病予防












とし，日本工業規格乙 8305 に規定する 12 ポイント以上の大きさの文字を用いること，④a：15 ミリメート













る（第 27 条第１項）。 
27  この義務に違反した者，つまり「第４条の規定に違反して犬（第２条第２項の規定により準用した場合に
おける動物を含む。以下この条において同じ。）の登録の申請をせず，鑑札を犬に着けず，又は届出をしな
かつた者」は，「20 万円以下の罰金に処」（第 27 条第１号）されることとなる。 
28  「第５条の規定に違反して犬に予防注射を受けさせず，又は注射済票を着けなかつた者」は，「20 万円以
下の罰金に処」（第 27 条第２項）されることとなる。 
29  申請には間違いなくその飼養犬が狂犬病の予防注射を受けたことを証明するものとして，獣医師が発行す
る注射済証という書面が必ず必要となり，獣医師は注射を行った際にはこの注射済証を交付しなければなら
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の結果，注 30 のようなオリジナルデザインの導入につながったものと思われる。 なお，鑑札と同様に注射































43  第１条の目的を達成するための主要なターゲットが犬だからとされている（青木注８前掲書 106 頁参照）。
しかし，第２条の対象動物との整合性がとれていないことには変わりがないし，説得力のある説明であると
は思えない。 






















対する感受性の鈍磨を防ぐ必要性が認識されたからである（青木注８前掲書 62 頁参照）。 
48  動物愛護管理法令研究会注 46 前掲書 36 頁参照。 







「責任」（Responsibility）を加えて４Ｒとされるようになっている（青木注 48 前掲書 207 頁参照）。 
50  2012（平成 24）年９月５日に，議員立法により改正され，翌 2013（平成 25）年９月１日より施行された。 
51  2001（平成 13）年１月 16 日，総理府の外局であった環境庁は環境省となった。動物保護管理法が動物愛
護管理法へ改正されたのが 1999（平成 11）年であるから，動物保護管理法の管轄官庁は総理府であったが，
動物愛護管理法の管轄官庁は省庁改編に伴い，総理府から環境省に変更されたことになる。 
52  動物愛護管理法令研究会注 46 前掲書 36 頁参照。 
53  吉田眞澄編著『動物愛護六法《第１版》』〔2003 年，誠文堂新光社〕32 頁参照。 















60  社団法人日本獣医師会注 55 前掲書６頁参照。 
61  注 59 前掲パンフレット参照。 
62  電子タグを用いたシステム。電子タグは， Suica や PASMO といったＩＣカードをはじめとして，広く利
用されている（社団法人日本獣医師会注 55 前掲書 32 頁参照）。 
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たり，消失したりすることはほとんどなく，データが書き換えられることもないため，確実な身元証明とな





や動物病院によって異なるが，犬や猫の場合は数千円程度である（注 59 前掲パンフレット参照）。 
67  特定動物を使用する場合は，この他に住所地の都道府県又は政令市にマイクロチップの番号等を報告する
必要がある（注 59 前掲パンフレット参照）。 
68  ＡＩＰＯのデータベースへの登録は飼養者が行う。登録料は 1,000 円である（注 57 前掲パンフレット参
照）。また，登録情報の変更は，飼養者がＡＩＰＯへ届け出ることによって行う。 
69  1948（昭和 23）年設立。公益財団法人日本動物愛護協会は，「動物の命を守る活動」，「動物を知ってもら
う活動」，「社会への提言活動」，の３つの活動を行っている。 
70  1957（昭和 32）年設立。公益社団法人動物福祉協会は，動物を虐待から守り，あらゆる「いのち」にや
さしい社会を築いていくための活動を行っている。 
71  1979（昭和 54）年設立。公益社団法人日本愛玩動物協会は，動物の愛護及び適正な飼養管理に関する知
識等の普及啓発のための活動を行っている。 
72  1948（昭和 23）年設立。 






75  この指針における対象動物とは，第 44 条第４項に定める愛護動物，つまり人が占有している哺乳類，鳥
類，爬虫類をいう。 
76  殺処分動物とは，「対象動物で殺処分されるもの」（動物の殺処分方法に関する指針第２（２））をいう。 
77  この点，狂犬病予防法では，第６条第９項の場合，つまり抑留した犬の所有者が判明せず引取られない場




































































91  2012（平成 24）年改正前は 50 万円以下の罰金。 
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94  環境省 web サイト「（参考）平成 16～25 年度の犬・猫の引取り状況」『統計資料 「犬・猫の引取り及び負





〔2012 年，集英社〕33－39 頁参照。 
97  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 39－40 頁参照。 
98  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 44－64 頁参照。 
99  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 90－100 頁参照。 
100  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 98 頁参照。 
101  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 98 頁参照。 
102  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 122－124 頁参照。 
103  この取り組みの詳細については，藤崎童士『殺処分ゼロ－先駆者・熊本市動物愛護センターの軌跡－』〔2011
年，三五館〕34 頁から 37 頁参照。 
104  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 124 頁－131 頁参照。 
105  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 134 頁－148 頁参照。 
106  この募集広告は地元紙である『熊本日日新聞』の情報欄「くまにちタウンパケット」に「期限付きの命」
のタイトルで掲載されている。この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 160－162 頁参照。 
107  この取り組みの詳細については，片野注 96 前掲書 178 頁から 190 頁参照。 









養犬自体が少なくなり，江戸の町には野良犬が増加した（高山注 10 前掲書５頁参照） 。 
 
(2015 年 1 月 30 日受付，2015 年 2 月 4 日受理) 
 
